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領域Ⅳ 配偶者暴力対策 

Ⅳ－１ 配偶者暴力 

１．各機関等における暴力相談件数・相談の状況（全国・都の配偶者暴力相談支援センター、警視

庁、区市町村） 

 

 

図表Ⅳ－１－１－１ 配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：件数は、被害者本人からの相談件数 

資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等」（平成 28年度分） 

平成 28（2016）年度に全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた配偶者暴力に関する相談件

数は 106,367 件であった。配偶者暴力防止法が全部施行された平成 14（2002）年度以降、毎年度増

加してきたが、今年度初めて前年度を下回った。 
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図表Ⅳ－１－１－２ 配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：全国 272 か所の配偶者暴力相談支援センターにおける被害者本人からの相談件数等を集計（平成 28（2016）年 4

月 1日から平成 29（2017）年 3月 31 日） 

注 2：東京都の相談件数は、東京ウィメンズプラザ、東京都女性相談センター、港区家庭相談センター、板橋区、江東区、

中野区、豊島区、葛飾区、練馬区、台東区、荒川区、北区、江戸川区、杉並区配偶者暴力相談支援センターの相談

件数の合計 

資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等」（平成 28年度分） 

平成28（2016）年度に全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられた配偶者暴力に関する相談数（合

計106,367 件）を都道府県別にみると、東京都が13,996件と全国で最も多く、全国の13.2％を占めて

いる。 

2,626

850

1,865

2,063

664

402

1,562

1,477

1,930

1,313

5,806

7,947

13,996

4,809

1,421

1,642

1,473

1,152

1,279

785

1,502

2,247

2,437

322

800

5,373

7,866

7,887

953

742

514

696

2,300

1,120

483

2,108

584

650

695

2,914

1,235

1,499

2,158

439

367

1,373

2,041

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

（件）



Ⅳ 配偶者暴力対策 

118 

特
集  

 

図表Ⅳ－１－１－３ 都内相談件数の推移（東京都配偶者暴力相談支援センター・区市町村・警視庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：相談件数には被害者本人以外からの相談も含む。 

注 2：都支援センターの相談件数は、東京ウィメンズプラザ及び東京都女性相談センターの相談件数の合計 

資料：東京都生活文化局調べ 

平成 28（2016）年度に都内で受け付けた配偶者暴力相談は、区市町村扱いが 35,182 件で最も多く、

都配偶者暴力相談支援センター8,812 件が続いている。平成 24（2012）年度以降は警視庁扱いが増

加している。 

7,300 

9,127 9,511 9,766 

8,812 8,606 8,704 

10,330 
9,442 8,942 9,116 9,166 8,719

9,917
8,812

11,164 

13,134 13,666 
14,433 

16,061 

19,155 

21,699 

23,462 
24,693 

26,547 

28,110 

31,094 

34,652 35,182 

904 1,041 1,328 1,575 1,873 2,118 2,608 2,882 2,553 2,449 2,756 3,152 
3,967 

5,260 

7,363 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

平成14

（2002）年度

平成16

（2004）年度

平成18

（2006）年度

平成20

（2008）年度

平成22

（2010）年度

平成24

（2012）年度

平成26

（2014）年度

平成28

（2016）年度

（件） 都支援センター 区市町村 警視庁



Ⅳ 配偶者暴力対策 

119 

 

 

図表Ⅳ－１－１－４ 配偶者暴力相談支援センターにおける相談からみた被害者の属性（都） 
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注 1：東京都配偶者暴力相談支援センター（東京ウィメンズプラザ及び東京女性相談センター）が実施した配偶者暴力被 

害者本人の電話相談及び来所相談を対象に集計（平成 28（2016）年 4月から平成 29（2017）年 3月） 

注 2：＜年齢＞と＜加害者との婚姻関係＞は、＜被害者の性別＞が「女性」の 7,202 人を対象に集計 

注 3：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。 

資料：東京都生活文化局調べ 
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害者の 98.0％を女性が占めている。女性被害者の年齢をみると、40 歳代が 23.5％、30 歳代が 18.2％、

50 歳代 12.2％の順となっている。女性被害者の加害者との関係では、「婚姻届出あり」が 85.9％を

占めている。 
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２．警察が取り扱った配偶者暴力の状況 

 

図表Ⅳ－１－２ 警察が取り扱った配偶者暴力の状況の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：認知件数は、配偶者からの身体に対する暴力または生命等に対する脅迫を受けた被害者の相談等を受理した件数 

注 2：認知件数には、婚姻関係等が解消したものも平成 16 年 12 月 2日から計上している。また、配偶者暴力防止法の 

改正により、平成 20 年 1月 11 日から「生命等に対する脅迫」を受けた相談等についても計上している。 

資料：警察庁「平成 29 年中のストーカー事案及び配偶者からの暴力事案の対応状況について」 

 

全国の警察が取り扱った配偶者からの暴力事案の認知件数は、平成 29（2017）年は 72,455 件であ

り、前年に比べて 2,547 件（3.6％）増加した。また、配偶者暴力防止法に基づく保護命令等に係る

警察の対応状況は、「裁判所からの書面の提出要求」が 2,223 件、「裁判所からの保護命令の通知」

が 1,859 件となっている。 
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３．保護命令発令件数 

 

図表Ⅳ－１－３ 配偶者からの暴力に関する保護命令発令件数の推移（都・全国） 
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資料：警視庁「警視庁の統計」(平成 28 年) 
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資料：内閣府「平成 29 年版男女共同参画白書」 

配偶者暴力に関する保護命令発令件数は、都では平成20（2008）年以降減少傾向にあり、平成28(2016)

年は80件となっている。全国では増減を繰り返してきたが、平成28(2016)は2,082件と、平成18（2006）
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４．配偶者暴力における一時保護件数の推移 

 

図表Ⅳ－１－４ 配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：母子、単身の別は、入所時の状況による区分である。 

注 2：一時保護とは、暴力から逃れ、家を出た被害者や子供たちの安全を確保するため緊急に保護することが必要である

と認められる場合等に、被害者本人の申請に基づき保護することをいい、上記件数は、配偶者暴力防止法第 3条第

3項第 3号による件数を指す。 

資料：東京都生活文化局調べ 

 

都の配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数は、平成 28（2016）年度は単身での保護が

203 件、母子での保護が 298 件、合わせて 501 件であり、前年度から減少している。 

100

175
212

276 283 286
258

205
259

219
160 154 157 176

220 233
203

127

161

277

338 326 322 385

337

317
344

276 303
351 321

320
327

298

227

336

489

614 609 608

643

542

576
563

436
457

508 497

540
560

501

0

100

200

300

400

500

600

700

平成12

（2000）

年度

平成13

（2001）

年度

平成14

（2002）

年度

平成15

（2003）

年度

平成16

（2004）

年度

平成17

（2005）

年度

平成18

（2006）

年度

平成19

（2007）

年度

平成20

（2008）

年度

平成21

（2009）

年度

平成22

（2010）

年度

平成23

（2011）

年度

平成24

（2012）

年度

平成25

（2013）

年度

平成26

（2014）

年度

平成27

（2015）

年度

平成28

（2016）

年度

（件） 単身 母子



Ⅳ 配偶者暴力対策 

123 

 

５．婦人相談所における夫等の暴力により一時保護された女性の人数の推移 

 

図表Ⅳ－１－５ 婦人相談所における夫等の暴力により一時保護された女性の人数の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：一時保護委託分を含む。 

 

資料:厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課「婦人保護事業実施状況報告の概要」（平成 28 年度） 
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６．配偶者間における犯罪の検挙件数の推移（全国） 

 

図表Ⅳ－１－６ 配偶者間における犯罪の検挙件数の推移（全国） 
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＜暴行＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：解決事件を除く。 

注 2：配偶者には内縁関係にある者を含む。 

注 3：いわゆるドメスティック・バイオレンスによる暴力事件だけではなく、例えば、殺人では嘱託殺人、保険金目的殺

人等、配偶者間における多様なものが含まれる。 

資料：警察庁「平成 28 年の犯罪情勢」 

 

 

 

暴行では、平成 28（2016）年は全国で 25,319 件のうち 4,032 件が配偶者によるものであり、その

うち 3,705 件が夫によるものであった。 
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集  

７．配偶者間における犯罪の検挙状況 

 

図表Ⅳ－１－７ 配偶者間における犯罪の検挙事案に占める被害者の男女比（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：平成 28（2016）年の数値。 

注 2：解決事件を除く。 

注 3：総数は、殺人、傷害、暴行の検挙件数の合計を指す。 

注 4：配偶者には内縁関係にある者を含む。 

注 5：配偶者による暴力事件には、いわゆる配偶者からの暴力事件だけでなく、例えば、殺人では嘱託殺人、保険金目的

殺人等、多様なものが含まれる。 

                資料：内閣府「平成 29 年版男女共同参画白書」  

  

 

配偶者間における殺人、傷害及び暴行事件の検挙件数をみると、平成 27（2015）年は 6,849 件とな

っており、被害者の 91.7％を女性が占めている。ただし殺人については、女性の被害者の割合が

55.1％であり、傷害・暴行に比べて低くなっている。 
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